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筆者らの研究グループは. 1990年秋に，日本の企業の組織についての実
態調査を行った。そのなかには，外資系多国籍企業の日本子会社4社が含
まれていた。本稿の目的は，これら 4社の組織文化と環境適応のパターン
を， 日本企業の組織文化と環境適応のパターン，及びその成功パターンと
対比させながら，なぜ，外資系企業のなかには，日本の市場環境に適応し
ようとするものと，非適応の戦略をとるものが存在するのか，成功する外
資系企業は，固有の組織文化あるいは環境適応のパターンを持つのか，な
どの点についての仮説を導くことである。
本稿では，組織文化の異なる企業は，環境の認識が異なり，固有の環境
適応パターンを持つO置かれた状況と企業の環境適応との適合性によって，
異なった経営成果がもたらされる。外資系企業の日本での成功ノfターンは
複数存在する，ということを基本仮説としている。
以下では，まず，企業の組織文化と環境適応のモデルの概要を説明し，
(1) 側関西生産性本部では.1965年から5年毎に，日本企業の組織の実態を調査し
てきた。本稿は.1990年秋に行われた，その第6回の調査のデータをもとにして
いる。この調査は，加護野忠男神戸大学教授を委員長，筆者を副委員長とする「経
営実態調査委員会」によって，調査原案の作成から，分析までが行われた。分析
結果の詳細については，加護野・角田・山田編著(近刊)を参照されたL、。
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つぎに，日本企業の組織文化と環境適応の因果関係，導かれた仮説，成功
パターンを説明する。つぎに，公表資料から外資系企業4社の資本関係，
親会社の組織文化，今回の調査の結果を用レて，子会社の組織文化と環境
適応のパターンを説明し，最後に，まとめとして，多国籍企業の子会社コ
ントロールについての一般的な仮説を提示する。
2 組織文化と環境適応のモデル
(1) 企業の環境適応のモデル
環境にある変化が起こり，組織がそれを認識し，それに対する適応を行
い，その結果として経営成果がもたらされる。その関係は，図1の図式に
よってモデ、ルイヒされる。
環境の変化は，一般的には，不確実性の増加(先行きの見通しが困難に
なる)と多様性の増加(環境がヴァラエティに富む)の2つの次元で示さ
れるが， 90年秋の調査では，雇用環境の激化と L、う次元が独立して取り出
された。
図1 企業の環境適応と経営成果の関連図式
|環境変化 I~I 環境認識|
不確実性
多様性
雇用環境
不確実性
多様性
雇用環境
管理強化型 財務成果:
既存事業強化型 収益性
技術強化型 成長性
連邦経営型 安定性
競争促進型
(個の強化型) 組織文化ー
ビジョン変革型 変化敏感型対慎重型
分権管理型対調整型
漸進型対突出型
スタップ重視型対ライン重視型
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ある環境の変化に対して，それをどう認識するかは，企業によって異な
る。そしてその違いは，組織文化の違いによって説明できる。同じ業種の
企業でも，不確実性の増加を他社よりも強く認識したり，弱く認識したり，
あるいは場合によっては，他社が不確実性が増加したと認識しているのに
対して，不確実性は減少したと認識する企業もある。その違いは，組織文
化の違いによって説明できる。
認識された環境に対して，企業は何らかの対応を行う。環境の変化に適
応する手段には，いくつかのパターンがあり，企業間で違いがある。企業
間の環境適応のパターンの違いも，組織文化の違いから生じる。例えば，
環境の変化を機会(チャンス)と捉える企業と，脅威と捉える企業では，
環境の変化に対する適応のパターンは異なる。
企業がある環境適応を行った結果として，経営成果がもたらされる。経
営成果には，収益や成長，安定性などの財務的な成果だけでなく，組織的
な成果も含まれる。組織文化は組織的な成果でもある。どのような経営成
果がもたらされるかは，企業の置かれた状況と企業のとった環境適応のパ
ターンの関係によって決まる。同じ環境適応のパターンをとっても，状況
が異なれば，もたらされる成果は異なる。ここには企業の組織文化の違い
は関係しなL、。組織文化は，変化しにくいものと仮定されており，組織の
環境認識と環境適応のパターンを決定する要因であると同時に，環境適応
の成果でもある。
(2 ) 組織文化のタイプ
組織文化については，因子分析の結果，企業聞の違いを説明する 4つの
因子が抽出された。企業聞の組織文化の違いをもっともよく説明する第1
因子は，変化敏感型対慎重型の次元で，この因子の因子スコアの高い企業
は，変化は常態であり機会であると考える「変化敏感型」の組織文化を持
っている。それに対して，因子スコアの低い企業は，変化は突発的であり
脅威であると考える「慎重型」の組織文化を持っている。
第2因子は，分権管理型対調整型の次元で，分権管理型の組織文化の企
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業は，環境を分析し，経営計画や予算を作り，それを継続的にフォローし，
環境の不確実性を少しでも減少させようとする。それに対して，調整型の
組織文化の企業では，経営戦略は，計画というよりもビジョンに近く，計
画や予算にとらわれずに柔軟に仕事が行われる。
第3因子は，漸進型対突出型の次元で，漸進型の組織文化の企業は，小
さな改善を積み重ねることによって，連続的に環境に適応していこうとす
るのに対して，突出型の組織文化の企業では，ある程度のリスクはっきも
のとL、う考えの下で，トップがときには無理とも思えるような決断を行い，
社内の緊張が意識的にっくり出される。
第4因子は，スタッフ重視型対ライン重視型の次元で，スタッフ重視型
の組織文化の企業では，スタッフ部門に優秀な人材が投入され，スタッフ
部門が情報の取入れ口となり，戦略策定にあたっても重要な役割を演じて
いるのに対して，ライン重視型の組織文化の企業では，ライン部門の発言
力が大きL、。
(3 )環境適応のパターン
認識した環境変化に対して，企業は何らかの環境適応を行う。企業の環
境適応には，その組織のクセあるいは環境適応の文化のようなものがあり，
企業間で違いが生まれる。
因子分析の結果，企業聞の環境適応の違いを説明する 6つの因子が抽出
された。それぞれの因子の因子スコアの大きい企業の環境適応の特徴が，
表 1にまとめられている。企業のなかには，ある一つの環境適応ノfターン
を強く示す企業もあれば，いくつかのパターンの組み合わせで環境の変化
に適応する企業もある。
環境適応の第1のパターンは， I管理強化型」である。経営計画をアク
ション計画に具体化したり，役員派遣，業務監査などによって関係会社管
理の強化を行い，全体に管理を強化して，環境の変化に適応する。
環境適応の2番目のパターンは， I既存事業強化型」である。事業部や
事業本部， SBUなどの事業ベースではなく，地域別あるいは職能別の基
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表 1 環境適応パターンとその特徴
環境適応パターン 環境適応の手段とその他の特徴
環境適応の手段
①経営計画のアクシヨン計画への具体化
①関係会社管理の強化
1.管理強化型 その他の特徴①人事制度:通勤についての制度改革
①トップマネジメント 若手の活用
①新事業非関連分野での展開
経験や知識の獲得による動機付け
環境適応の手段
①既存事業強化
②海外事業の強化
l.既存事業強化型 その他の特徴①組織構造:地域別，機能別のプロフィットセンダー化
②情報システム POSによる物流システムの改革
①研究開発:ライフスタイル研究の重視
海外での研究，各研究所の機能の分化
環境適応の手段
①R&Dの強化
il.技術強化型 ②自前での製品と事業開発その他の特徴:
①人事制度 高齢者と女性の活用
②新事業:非関連分野
環境適応の手段
①合議制lによる意思決定
②事業ごとの管理システム
IV.連邦経営型 その他の特徴①全社的運動 C 1の導入
②積極的な戦略的提携
①人事制度:人材の流動化への対応
④方針としての経営計画
環境適応の手段
①組織内での競争の促進
②社長直属のタスクフオース活用による機動的事業展開
v.競争促進型 その他の特徴
(個の強化型) ①全社的運動 TQCの導入
②若手の活用
①新事業.昇進や給与，ボーナスによる動機付け
環境適応の手段
①ゼネラルスタッフの戦略策定機能の強化
①関係会社を含めた長期的計画
VI ビジョン変革型 その他の特徴①研究所と海外事業の機能分化
②C 1 Mの導入
①積極的な戦略的提携
①常務会から社長への権限の集権化
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準て、フ。ロフィットセンターを分類し， POSなどの情報システムを導入す
ることによって，物流システムの改革を行う。また消費者のライフスタイ
ルの研究を重視し，中央研究所を廃止し，複数の研究所聞の機能を明確に
する，などの既存事業の強化を行う。また海外での研究所の設置，海外事
業を統括する本部や事業部を設置するなど，海外事業を分業化し，強化す
る。
環境適応の3番目のパターンは， I技術強化型」である。 R&Dを全般
的に強化し，技術あるいは事業の内部開発を重視する。また新製品開発，
新事業開発，を積極的に行い，研究開発では，ニーズ志向を強める。
4番目の環境適応パターンは， I連邦経営型」である。経営会議などの
最高意思決定機関を設置，あるいは企画部や調査室などの最高意思決定の
補佐機関を設置強化し常務以上の役員に対する担当制を導入することに
よって，合議制による意思決定機能の強化を行う。また事業部制の導入，
新規事業を担当する部門や関係会社を設置するとともに，海外事業を統括
する専門部署を廃止し事業ごとにプロフィットセンター化を行い，責任
体制を明確にしてL、く。
5番目の環境適応パターンは， I競争促進型(個の強化型)Jである。管
理職定年制や早期退職奨励制度を導入し，組織の若返りを図り，若手社員
のやる気を向上させる人事制度改革を行う。飛び級昇進のような制度を導
入し，組織内での競争を促進し，新事業開発では，プロジェクトチームや
タスクフォースのような特別編成で，新事業を立ち上げ，社長直属でコン
トロールし，機動的な展開を行う。このために，全般的な事項についての
実質的な決定権限を本社あるいは事業本部に集権化する。
6番目の環境適応ノξターンは， Iビジョン変革型」である。長期的な目
標やビジョンが設定され，連結決算対象の関係会社や特定の関係会社を含
めた経営計画を策定し，長期的なク守ループ戦略を策定する。それとともに，
副会長などの新たな職位を設け，社外重役の選任や増員を行い， トップマ
ネジメント組織の機能的な補完を行う。さらにゼネラルスタッフの機能を
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大幅に強化し，経営計画の策定と調整，あるいは最高意思決定機関の事務
局的な役割から，新規事業，関係会社管理， M&A，全社的機構改革や人
事制度の見直し案の企画・立案など，全社的な戦略策定業務にも関与させ
るようになる。
3 日本企業の組織文化と環境適応
日本企業の組織文化と環境適応のパターンについては，つぎのような特
徴が発見された。
まず，組織文化が環境認識に及ぼす影響については，
(1) 分権管理型の組織文化は，不確実性の認識を強める。
(2 ) 漸進型の組織文化は，不確実性の認識を強める。
(3 ) スタッフ重視型の組織文化は，不確実性の認識を弱める。
これらの事実から，組織文化が環境認識に及ぼす影響について，つぎの
ような仮説を導くことができる。
仮説1・不確実性についての認識と比較し，多様性についての認識は，組
織文化の影響を受けにく L、o ~ 、L、かえれば，組織文化は，地理的
-空間的認識よりも，時間的認識により大きな影響を及ぼす。
ここで，地理的多様性の認識とは，おもに，国際化にともなう海外への
地理的拡大による環境変化の認識を意味している。
環境の変化の認識と，それに対応するための企業の環境適応の間には，
つぎのような関係が発見された。
(1) 分権管理型の組織文化を持つ企業は，環境の変化(不確実性の増加，
多様性の増加)を認識したときに，管理強化型の適応を行う傾向があ
る。
(2 ) 変化敏感型の組織文化を持つ企業は，多様性の増加を認識したとき，
既存事業強化型の適応を行う傾向がある。海外事業の管理のためには，
海外事業本部を設置する企業も多い。
(3 ) 漸進型の組織文化を持つ企業は，不確実性の増加を認識したとき，
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技術強化型の適応を行う傾向がある。
(4 ) 突出型の組織文化を持つ企業は，多様性の増加を認識したとき，連
邦経営型の適応を行う傾向がある。
連邦経営型の環境適応は，突出型の組織文化によって促進され，漸進型
の組織文化によって抑制される。連邦経営型の環境適応は，合議性による
意思決定を目指したもので，この結果は矛盾ではないかと考えられるが，
連邦経営型の適応では，会長あるいは社長だけが代表権を持ち，その他の
役員はすべて担当分野を持ち，担当分野以外のことについては発言を差し
控えることが多い。その結果， トップへの集権化に至りやすいのではない
かと考えられる。
これらの事実から，環境の変化の認識とそれに対する適応の関係につい
て，つぎのような仮説を導くことができる。
仮説2:ある環境の変化を認識しそれに対応していく仕方は，企業によ
って異なる。企業間の環境適応の違いは，企業の組織文化の違い
によって説明することができる。同じ業種内でも，組織文化の異
なる企業は，異なった環境適応(異なったパターンあるいはパター
ンの組合せ)を行う。
環境適応の結果として，企業には経営成果がもたらされる。収益性，成
長性，安定性とL、う財務的な成果だけでなく，組織的な成果も経営の成果
である。組織文化は一般に変化しにくいが，企業の環境適応の結果，既存
の組織文化が強化されたり，新たな組織文化が生まれることもある。この
組織文化の変化が組織的な成果である。環境適応と経営成果の聞には，つ
ぎのような関係が発見された。
(1) 既存事業強化型の適応は，収益性を向上させ，ビジョン変革型の適
応は，成長性を向上させる。この2つを組み合わせた環境適応を行っ
た企業は，高い収益性と成長性を同時に実現している。
(2 ) 既存事業強化型の適応は，成長性を低下させる。
(3 ) 競争促進(個の強化)型の適応は，成長性を高める。
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(4 ) 連邦経営型の適応は，収益性を低下させる。
(5 ) 既存事業強化型の適応を行った企業は，変化敏感型の組織文化が強
くなる。
(6 ) 連邦経営型の環境適応を行った企業は，突出型の組織文化が強くな
る。
(7) 技術強化型と管理強化型を組み合わせた環境適応を行った企業は，
分権管理型の組織文化が強くなる。
(8 ) 変化敏感型の組織文化を持つ企業が，既存事業強化型の環境適応に
ビジョン変革型の環境適応をプラスすることによって，収益性と成長
性が同時に向上し，変化敏感型の組織文化がさらに強化される。これ
が日本企業の一つの成功ノfターンである。
これらのことから，企業の環境適応と経営成果の聞に，つぎのよう
な仮説を導き出すことができるO
仮説3:日本的な優良企業の組織文化を生み出す環境適応パターンの組合
せは存在しない。
変化敏感型と分権管理型を同時に併せ持った組織文化が，日本的な優良
企業と一般的には考えられている。しかしこの 2つの組織文化を同時に強
化することはできなL、。変化敏感型と分権管理型のそれぞれの組織文化を
強化する環境適応パターンの組合せが存在するが，その組合せばまったく
異なり， 2つの組織文化を同時に強化する環境適応ノξターンの組合せは存
在しない。代案としては この2つの組織文化を強化する環境適応を交互
に行い，ジグザグに 2つの組織文化を強化させてL、く方法しかない。
仮説4:財務成果を向上させるためのベストな環境適応パターンの組合せ
と，優良企業としての組織文化を創造するための環境適応パター
ンの組合せば異なる。
L 、L、かえれば，組織文化の側面から見た優良企業は，必ずしも，財務的
な側面から見た優良企業ではない。短期的な財務成果向上のための環境適
応が，好ましくない組織文化の醸成を通じて，長期的な財務成果を悪化さ
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せることもある。
仮説5 真の優良企業は，長期的に見れば，環境適応パターンを経時的に
変化させながら，企業成長のダイナミズムを生み出してL、く。
4 外資系企業4社の親会社と資本関係
われわれが90年秋に行った調査への回答企業のなかには，外資系多国籍
企業の日本子会社が4社含まれている。またこれらの企業の日本側親会社
も含まれている。このデータとその他の公表資料によって，これら 4社の
親会社の事業と組織の概要，子会社との資本関係を，ここで説明しておこ
う。
A社は化学の業種の企業で，日本企業と外資の50・50の対等出資によっ
て設立された合弁会社で、ある。日本側の出資企業は2社で，どちらも調査
の回答企業に含まれている。この2社をそれぞれE社， F社と呼ぶ。
E社は，調査の分析結果によれば，変化にやや敏感で，強い漸進主義で，
非常に強いライン重視の組織文化を持っている。 F社は，強い分権管理型
で，突出型で，ライン重視の組織文化を持っている。 A社の日本側の親会
社2社は，ライン重視という点では共通しているが， E社が，変化は常態
でありさまざまな機会を生み出すものであると考え，小さな改善を積み重
ねてインクリメンタルに変化に適応していこうとするのに対して， F社は
事業単位ごとにきっちり管理を行い， トップの思い切った決断によって変
化に適応する。
A社の外資側の親会社G社は 独特の組織文化を持っていることで知ら
れている。イノベーシヨンを継続的に行い，つぎつぎに新事業を生み出し，
中小企業の集合体とも呼ばれている。 G社では，イノベーションの進め方
として，最初から大きな市場や収益が得られることを期待せず，地道に研
(2 ) 調査の結果についての守秘義務のために，ここでは社名に代わって， A社， B 
社のように表示している。外資側の親会社については，調査には含まれていない
が，同じく， G社， H社のように表示している。
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究を続け，粘り強く事業化していくことが重視されている。
G社では，人間のみが創造性を発揮できるとL、う共通の認識があり，少
しでも可能性のあるアイデアを持ち，強い意思を持ってやる気のある人を
支援しできるだけ多く事業化に立ち上がらせるという基本的な考え方を
持っている。
さらにG社は， I行動重視」の行動規範を持ち，分析を大切にするけれ
ども，それによって麻簿して行動が行われないことを戒める。さらに事業
のアイデアは顧客のニーズにあり 「顧客に密着し顧客に学ぶ」ことの重
要性が強調される。 G社は，環境の変化に対して非常に敏感で，強い漸進
主義の組織文化を持っている。
B社は100%外資の電機精密機械の業種の企業である。 B社の親会社H
社は，草創期から一貫して業界のリーダーとして君臨し「製品を売るの
ではなく，製品の機能を売るJ，Iセールスマンは，顧客のかかえている問
題を解決するコンサルタントであるべきだ」と L、う考えを徹底させてきた。
ビジネスのあらゆる分野でのエクセレンスの追求が求められ，それは偶然、
に委ねられではならないとされている。
H社では，変化は，異常な事態として突然、起こるものであり，脅威であ
ると考えられている。変化に対しては慎重な姿勢で臨み，事業は計画や予
算によってきっちり管理され， トップの思レ切った決断によって社内に意
識的な緊張が創り出され，スタッフが戦略策定において重要な役割を果た
す組織文化を持っている。
しかし， 1980年代になって，企業内ベンチャーによって新事業への参入
が行われ，その成功によって，変化が機会を生み出すものと考え，変化に
対して敏感に対応し，計画や予算にとらわれずに柔軟に仕事を進める組織
文化を持つ集団が，組織内に現れた。現在は，この2つの異なった組織文
化が，企業内に並存しているといわれている。
C社は，電機精密機械の業種の企業で，日本企業と外資の50:50の対等
出資によって設立された合弁会社である。c社の日本側の親会社の I社は，
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市場における独占的なリーダーで，その組織文化は，調査の結果によれば，
変化に対してはやや慎重で，経営戦略は，計画というよりもむしろビジョ
ンに近く，計画や予算にとらわれないで柔軟に仕事が行われる。提案は慎
重に検討されてから実行され，社内の和を乱さないように無理のない資源
配分が行われ，小さな改善の積み重ねによって強みが築かれる。ライン部
門が大きな発言力を持っている。 C社の設立当初社はC社に強い影響
力を持っていたが，現在はC社の独立性が高くなってきているといわれて
いる。
C社に強い影響力を持つアメリカ企業J社は， トップの思い切った決断
によって，発明の事業化に賭け，その成功によって新たな事業を生み出し
た。 J社は技術のシーズを成長の原動力として発展してきた企業で、あり，
製品開発においても，物事を少しずつ進めるのではなく，一発逆転の大ホー
ムランを狙うやり方をとり，強い突出型の組織文化を持っていた。 J社は，
事業の仕組みも自ら創り出したが，それを防衛するために，変化への姿勢
が慎重なものとなった。
1970年代の後半になって，新製品の開発のために，独立性の高L、小規模
なベンチャーチームが導入され，さらに臼本市場での競争によって， c社
の製品開発力が強化され，事業展開への発言力が高まったことによって，
J社も日本的な製品開発や事業の進め方を学ぶようになり，漸進主義の組
織文化が強くなっていった。
D社は，電機精密機械の業種に属し，外資49%に対して日本側51%の出
資で設立されたが，その後外資の出資比率が75%となった。日本側の親会
社K社は，狭い分野ではあるが，その分野では世界でも有数の企業で， D
社以外にも，世界の一流企業と合弁あるいは提携関係を結んで，新たな事
業分野への展開を行ってきた。しかしその組織文化は地味で，強い突出型
で，ややライン重視型で，平均的な日本企業の組織文化を持っている。
D社の外資側の親会社のL社は，自宅のガレージを工場代わりに使う，
典型的な「ガレージ・ビジネスj としてスタートしその後急成長を続け
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てきた。 L社は， I~ 、たずらに成長を目指すのではなく，収益の再投資で
可能な成長を図り，かつ，顧客ニーズを満足させるような真に革新的な製
品を開発することによって企業成長を図る」と L寸経営理念を持ち，不況
になっても，決してレイオフをせず，労使一体となって不況を乗り越え，
全社一丸となって，全員参加の経営で事業の成功を目指すことを経営の目
標としてきた。
L社では，あらゆる階層の従業員に対して，会社が設定した目標やゴー
ルを達成するために，それぞれが自らのプランを立てることが奨励され，
各マヰジャーが，インフォーマルに，自主的に職場を廻り，現場の抱えて
いる問題点を肌で感じる，現場主義の「歩き廻る経営」が奨励されている。
L社は，現場重視のライン主導で，計画や予算にとらわれずに柔軟に仕事
が行われる調整型の組織文化を持っている。
5 外資系企業4社の組織文化と環境適応
A， B， C， D社の組織文化と環境適応のパターンは，日本企業の組織
文化と環境適応の分析軸の上に，図 2~図 6 のように表示されるο
A社は，強いライン重視の組織文化を持ち，漸進主義と分権管理の組織
文化も強いことがわかる。ライン部門の発言力が大きく，成功は小さな改
善を積み重ねていくことによってもたらされると考えられている。事業単
位ごとに戦略の立案と実行の権限が与えられ，管理責任も問われる。環境
適応では，ビジョンによって組織を変革するのではなく，アイデアを持ち，
変革の意思のある人々の個々のイノベーションによって，会社をインクリ
メンタルに変革していこうというパターンがとられている。
B社は，強い分権管理の組織文化を持っている。経営戦略を具体化L，
事業単位ごとに競争戦略を立案し，計画の実行が継続的にフォローされ，
期毎の収益管理がきびしく行われる。環境適応では，日本企業の平均的な
パターン(原点)に近いが，組織内での競争によって個の強化を図ってい
くよりも，人材の育成と適材適所の配置，組織化，システム化によって組
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織全体を強化していこうというパターンがとられている。
C社は，強いスタッフ重視の組織文化を持ち，社長室や企画室などのス
タッフ部門に優秀な人材が投入され，スタッフ部門が情報の取入れ口とな
っている。戦略の策定に当たっては，スタッフが重要な役割を果している。
環境適応は，スタッフが中心になって，関係会社を含めた長期的な計画が
策定され，経営計画は実行計画にまで具体化され，関係会社は役員派遣な
どにとどまらず業績の評価基準が作られて管理される。事業ごとの管理シ
ステムがきっちり作られ，各役員が担当分野を持って管理に当たる。意思
決定は合議性によって行われるが，経営の全般にわたって掌握しているの
は社長のみで，結果的には社長への集権化が進んでいる。
D社は，強いライン主導の組織文化を持ち，ライン部門の発言力が大き
く，戦略の策定に当たって重要な役割を果している。環境適応については，
技術強化の志向が非常に強く， R&Dを強化し，自前の製品と事業開発を
行う。組織内では，個人間に競争原理がもちこまれたり，社長直属のタス
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クフォースを活用して機動的な事業展開を行うようなことはまったくなさ
れない。グループの和，組織の和を高めることによって，事業展開が行わ
れる。経営計画は大きな方向性を示すものという認識の下で，ラインが主
導となって戦略の立案実行が行われる。事業展開は自社の保有する技術に
限定され，既存事業の強化が重視される。
4社の組織文化と環境適応のパターンを その他の日本企業や親会社の
組織文化と環境適応のパターンと対比させることによって，つぎのような
ことがわかる。
(1) 外資系企業というカテゴリーでくくられる組織文化は存在しない。
外資系企業のなかでも，企業聞で，組織文化に大きな違いがある。
(2 ) 子会社の組織文化は，影響力の強い親会社の組織文化を受け継ぐ傾
向がある。例えば， B社は，親会社H社の分権管理の組織文化を受け
継いでいる。 D社は，外資側親会社L社のライン重視の組織文化を強
く受け継いでいる。 A社は，ライン主導で漸進主義とL、う外資側親会
社G社の組織文化を受け継いでいる。
(3 ) 環境適応のパターンでは，外資系企業に共通の特徴が，ある程度見
られる。 4社のうち 3社が入っているセルが2つある。管理強化型十
非既存事業強化型と，非競争促進型+非ビジョン変革型である。組織
内での競争は促進させないで，経営計画と関係会社の管理基準をつく
り，きちんと管理することによって，システムとして対応してL、くノξ
ターンが，外資系企業の平均的な環境適応のパターンである。
(4 ) 日本企業の平均的な環境適応ノfターンとも，外資系企業の平均的な
環境適応パターンとも異なる，ハイブリッドな環境適応のパターンを
生み出している企業も存在している。 C社， D社がその例である。
(5 ) 外資系企業の環境適応パターンは，外資側親会社の組織文化の影響
を強く受けたものと，そうでないものがある。例えば， D社の環境適
応パターンは，技術を重視し，ラインの人々が「歩き廻る経営」を実
践し，企業家精神と独創性を発揮しながら，全員参加の経営で目標を
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達成してL、く外資側親会社L社の組織文化を強く反映しているO 各従
業員を計画で縛るのではなく，最大限の自由を与える。組織内での競
争を促進し，債を強化し，その総和を最大にするのではなく，全員参
加のための職場環境を提供し，技術力を強化していく環境適応のパ
ターンである。
6 ま と め
多国籍企業の親会社が，子会社をコントロールする方法には， 3つのタ
イプがある。まず第ーには，組織文化によってコントロールする方法，第
二に，管理機構によってコントロールする方法，第三に，現地のマネジメ
ントに一任し，管理フ。ロセスへの強いコントロールは行わない方法である。
第一のタイプは，親会社の組織文化を子会社に移植し，環境適応のパター
ンについては，その選択が子会社に任されるが，子会社の環境適応パター
ンは，親会社の組織文化を強く反映したものとなる。 D社がこのタイプで
ある。
第二のタイプは，親会社の管理システムが，そのまま子会社に移植され
る。したがって，組織文化については親会社の影響はあまりなく，現地側
の親会社の影響を受けたもの，あるいはその子会社が独自に作り上げた組
織文化を，子会社は持つ。それに対して環境適応のパターンは，親会社の
管理システムをそのまま移植するために，環境への非適応，あるいは独自
のハイブリッド、なパターンとなる。 c社の設立当時が，このタイプの典型
であった。
第三のタイプは，現地の合弁の相手先，あるいは現地で発掘した有能な
マネジャーに，マネジメントを一任し，親会社からの強いコントロールは
行わない。子会社は，親会社の組織文化あるいは環境適応のパターンも学
ぶが，主に現地の企業の環境適応のパターンから学び，現地の状況に適合
(3 ) 組織文化によるコントロールと管理システムによるコントロールについては，
Jaeger & Baliga (1985)を参照。
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した環境適応のパターンを白ら開発してL、く。このために，子会社は，現
地の企業の平均的な環境適応ノξターンに類似した環境適応パターンをとる
ことが多い。
親会社の子会社コントロールの方法の概念を，環境適応パターンと経営
成果の関係と結び付けることによって，つぎの仮説を導くことができる。
仮説6 多国籍企業の親会社が，子会社をどのような手段でコントロール
するかによって，子会社がどのような環境適応のパターンをとる
かが制約される。子会社のとる環境適応のパターンが，現地の状
況に適合するものかどうかによって，子会社の経営成果が決まる。
この仮説から，さらに，つぎのようなインプリケーションが導かれる。
まず第一に，多国籍企業の成功の鍵は，現地の状況に合わせたコントロー
ルの手段を選ぶことである。それは国ごとに異なるかもしれなL、。ある国
では組織文化，ある国では管理機構によってコントロールし，優秀なマネ
ジメントに任せることのできる国では，強いコントロールはしないで現地
に適応することが，ベストな選択かもしれなL、。
さらに，企業は，環境の変化に対して適応するだけでなく，その行動に
よって，混沌とした環境を組織化し，イナクト(創発)するとL、う側面が
あることも忘れてはならない。真の優良企業は，環境の内から自ら変化を
創発し，環境適応のパターンをダイナミックに変化させていく能力を持つ
ている。
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